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日鉄ソリューションズ㈱ 

2021 年 3 月期第 1四半期 決算説明会 主要Ｑ＆Ａ 

 

Q：１Ｑ期の受注について、コロナ影響も含めて 

A：１Ｑ期の受注高は、494 億円で対前年同期－134 億円となりました。産業・流通・サービスは

－85 億円で、大型基盤案件 70 億円の反動減がありました。金融は前年同水準です。公共公益他

は－35 億円ですが、前年同期の官公庁向け中規模案件の受注積み上げによる差です。IT インフ

ラは前年同水準、鉄鋼で－5億円です。 

１Ｑ期の受注活動については、顧客の経営環境悪化により案件化に時間を要する、新規案件の

活動に制約を受けるなど、当初計画に対しては全般に厳しいものがあり、特に、製造業につい

ては厳しい状況でした。 

足元でも顧客の経営環境には厳しいものがありますが、緊急事態宣言解除後、営業活動を活発

化し、案件の進捗を図っています。 

 

Q：２Ｑ期の売上高見通しについて 

A：２Ｑ期の売上高は、634 億円で対前年同期－48 億円の見通しです。産業・流通・サービスで－

17 億円、金融は＋4億円、公共公益他は、前年同期の中規模案件の積み上がりに対し－34 億

円、IT インフラは+１億円、鉄鋼は－3億円です。 

前回の上期見通しに対し、製造業を中心とした顧客の IT 投資の厳しさ、および公共公益他で

の受注活動の状況を反映しています。また、２Ｑ期の売上高の約７割を期首受注残で固める見

通しで、２Ｑ受注・2Ｑ売上は前年同水準です。 

足元では、テレワーク、ペーパーレス等、新型コロナウィルス感染拡大の状況下での新たな IT

ニーズもあり、上期売上高 1,200 億円の目標達成に向け、2Ｑ期での受注・売上の積み上げを

着実に図って参ります。 

 

Q：下期の見通しについて、コロナ影響も含めて 

A：先行きの不確実性が高い状況ですが、上期の進捗状況を踏まえた現時点での見通しとして、下

期の売上高は、1,350 億円で対前年同期－31 億円といたしました。鉄鋼は－30 億円、金融は－

11 億円で、鉄鋼、金融を除いて下期は、前年度下期の水準を確保する計画です。 

新型コロナウィルスの感染拡大は、いまだその収束の見通しが立たず、今年度の経済活動水準

は非常に厳しい見通しです。一方で、顧客のビジネス変革へのニーズは一層高まっておりま

す。当社は、この新型コロナウィルス感染拡大の状況下におけるデジタル変革「DX」のニーズ

を確実にとらえ、下期および年度の目標に向け、全力で取り組みます。 

 

 

 

 

 

 



Q：IT インフラの状況について 

A：テレワーク関連で、ペーパーレス対応のための文書管理サービス、電子契約サービス、コミュ

ニケーションサービス（DaaS・VDI）等について、多くの引き合いがあります。IT アウトソーシ

ングサービスである NSFITOS のニーズも底堅く推移しております。 

また、クラウドサービスについて、当社では、マネージドクラウドでは absonne を中核に、

AWS、Azure、OracleCloud とのマルチクラウドサービスを提供しております。2020 年度は、新

型コロナウィルス感染拡大の状況下におけるクラウドサービスの需要を確保し、前年度 185 億

円に対し 190 億円を計画しております。１Ｑ期は、absonne、メールサービスにより計画通りに

進捗しております。 

 

Q：日本製鉄向けの見通しについて 

A：日本製鉄では、高度 IT 活用、製鉄所システムの刷新等により、システム投資は高い水準が続

いておりました。加えて、前年度は日本製鉄への商号変更対応等もあり、日本製鉄向けの売上

高は 560 億円と過去最高水準でした。しかし現在、製鉄業を取り巻く経営環境は厳しく、今年

度の日本製鉄のシステム投資は抑制傾向である為、前年度に対し今年度は－60 億円の 500 億円

と見通しております。 

一方で、日本製鉄では、デジタル変革、製鉄所再編など、特に高度 IT へのニーズは高く、当社

は高度 IT の活用による日本製鉄の競争力強化に着実に取り組んで参ります。 

 

Q：IoX の進捗状況について 

A：我々の推進する DX の中で、現段階での中核ソリューションである IoX については、日本製鉄

で製鉄所での安全見守り、遠隔作業支援の本格展開を進めております。 

また、この安全見守りソリューションは、石油プラントでも採用されており、スマートファク

トリーの取り組みを着実に進めております。足元、この事例をきっかけにお客様からの引き合

いを継続して頂いています。加えて、ローカル 5Ｇについても、自動車製造現場での検証を開始

しており、引き続き、製造現場における DX 推進支援を行って参ります。 

 

Q：配当の考え方について 

A：配当については、連結業績に応じた利益還元を重視し、連結配当性向 30％を目安としておりま

す。 

中間配当は、上期の連結業績見通しに基づき、一株当たり 25 円を予定しています。期末配当に

ついては、引き続き未定とさせて頂きます。 

以上 

 


